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1．はじめに
　わが国の監査基準は昭和25年7月の制定以来，幾度となく改訂されてきた。改訂の理由は，
一部の会社による粉飾決算へ対処するためであったり，財務諸表の拡充にともなう監査制度の広
がりによる改訂であったり，またわが国経済の急速な発展にともなう企業規模の拡大や情報の高
度化・システム化等によるものであったりするが，これらの改訂の過程において，監査基準はそ
の概念を大きく変容させた。その変容は2期に分けることができる。すなわち，前期の「財務情
報のGAAPへの準拠性の検証」として概念づけられる監査基準と，後期の「企業活動の妥当性
の検証」としての監査基準である。
　前者の監査概念のもとにおいては，財務諸表監査は，「会計」という範躊のなかでそのあり方
や方法を追求しようとするという意義を有していた。つまり，この段階における監査は，GAAP
の存在を前提とし，財務諸表に記載される財務情報がこのGAAPにどの程度準拠しているのか
を検証する監査として機能していたのである。
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　しかるに，監査基準はある段階において，GAAPへの準拠性を検証する監査とは別の監査を追
求するように変容した。これが後者の段階の監査基準である。ここでいう別の監査とは，すなわ．
ち，「企業活動の妥当性の検証」としての役割を果たすような財務諸表監査である。この段階にお
ける監査基準は，財務諸表監査に「財務情報のGAAPへの準拠性の検証」としての機能を求める
ものではなく，企業の財務情報が作成される背後にある「事実」の是非を検証する監査を追求しよ
うとするものに変容したのであり，企業活動そのものの妥当性の監査としての性格を有する監査基
準となったのである。つまり，前者の「財務情報のGAAPへの準拠性の検証」としての監査が財
務情報そのものの検証であり，その範囲を出ない監査であるのに対し，後者の「企業活動の妥当性
の検証」としての監査は，財務情報の検証をもふくむ「事実」としての企業活動全般の是非を問
う監査として特徴づけられるものである。そして，この監査は，端的には，不正に対する監査，継
続企業の前提についての監査，および内部統制に関する監査として，現在機能しているものである。
　そこで，本稿においては，まず，わが国の監査基準が制定以来どのように変遷してきたかについ
て監査基準改訂の趣旨を忠実にたどりながら概観し，そのうえで監査基準における監査概念が変容
したと考えられる時期，変容した背景，および変容の特徴について検討する。そのなかで，「企業
活動の妥当性の検証」へと変容してきている財務諸表監査の概念を明らかにする。そして，これら
の検討を踏まえたうえで，監査概念の変容が実際の財務諸表監査において具体的にどのように機能
しているのかについて監査の態様を考察する。この考察は，上述のように，経営者による不正の問
題，企業の事業継続能力を示す継続企業の前提の問題，そして企業の内部統制に関する監査の3
つの観点から行う。そして最後に，かかる監査概念の変容が現在および将来の監査にどのような影
響を及ぼすのかについて，保証業務への展開として，従来の財務諸表監査，利益概念の変化と財
務諸表監査，情報の信頼性と企業活動の妥当性の検証という3つの観点から検討することする。
　以上の各論点は，個別的にはいろいろな論者が取り上げて検討しているが，本稿はこれらを網羅
的に考察し，わが国の監査基準が大きく変容した事実が実際の財務諸表監査にどのような影響を及
ぼしているのか，また及ぼそうとしているのかについて，掘り下げて検討しようとするものである。
2．監査基準における監査概念の変容
（1）監査基準改訂の概要
　わが国では，昭和20年8月15日の太平洋戦争終結と同時に，連合国最高司令官総司令部
（General　Headquarters　of　Supreme　Commander　for　the　Allied　Powers，　GHQ）による未曾
有の改革が実施された。それは企業会計においても同様であった。昭和24年7月9日に企業会
計原則が中間報告として公表され，一般事業会社全体を網羅した本格的な企業会計を行う体制が
整った。また，これと連動して，企業の作成する財務諸表がこの企業会計原則に準拠しているか
どうかを担保する制度として公認会計士による財務諸表監査が実施されることになり，昭和25
年7月14日に監査人の人的条件と業務規範を定めた監査基準が公表された。
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　しかし，監査がまったくなかったわが国にいきなり財務諸表監査を制度として定着させるのは
困難であると考えられた。そこで，全面的な財務諸表監査（いわゆる「正規の財務諸表監査」）
をはじめるに先立って，数次にわたって段階的な監査（いわゆる「会計制度監査」）が実施され
ることになった。会計制度監査の目的は，被監査会社の会計制度や会計組織の整備，財務諸表監
査の理解，その受入態勢の整備，監査人の財務諸表監査への習熟等であった。つまり，当時のわ
が国には財務諸表監査を実施できるだけの基礎的条件が整っていなかったために，こうした条件
を整備する目的で会計制度監査が段階的に行われたのである。
　初年度の会計制度監査（初年度監査）は昭和26年7月1日以降に開始する事業年度からはじ
まった（’）。そしてこの数次にわたる段階的な監査は，昭和30年1月1日以降に開始する事業年度
に適用された第5次監査で終了し，翌々年の昭和32年1月1日以降に開始する事業年度から正規
の財務諸表監査がはじまった。そして，当時の大蔵省・企業会計審議会は，この正規の財務諸表
監査の開始に先立って監査基準を改訂すべく1年有余にわたって審議した結果，昭和31年12月
25日に監査基準の一部を改訂するとともに監査実施準則を全面的に改め，さらに監査報告準則を
新たに制定して正規の財務諸表監査実施への指針を示した（以上，JICPA〔1975〕pp．330－355）。
　こうして監査基準は，それ以降，逐次改訂されることになるが，企業会計審議会がそれぞれの
改訂のつど発表した改訂の理由とその内容を概観すれば，次のとおりである。
図表1　監査基準改訂の理由とその内容
昭和31年　監査基準と監査実施準則の改訂，監査報告準則の制定
12月25日　5次にわたって実施された会計制度監査のあと，正規の財務諸表監査の実施に備えて指針
　　　　　となるべき監査基準と監査実施準則が改訂された。また新たに監査報告準則が制定された。
　　　　　なお，「財務諸表の監査について」という昭和25年制定の監査基準にあった啓蒙規定は，
　　　　歴史的使命を終えたとして削除された。
　この改訂は，正規の財務諸表監査の実施への指針を示したものであり，監査基準が広く監査制
度を啓蒙する基準から実践規範に改訂されたものと意義づけることができる。
昭和40年　監査実施準則の改訂
9月30日　日本を代表する市場第一部上場企業の粉飾決算と企業倒産の続出に関連して，監査制度を
　　　　　めぐる諸条件を再検討し，これを整備する必要があるという社会の認識が急速に高まり，
　　　　監査基準等の改善を要望する声がにわかに強くなった。こうした社会の要請に応え監査態
　　　　勢の充実強化を図る方策の一環として，当面最も緊急を要すると思われる監査実施準則の
　　　　　全文が改訂された。これにより，従来の正規の監査手続とその他の監査手続という分類が，
　　　　　通常の監査手続とその他の監査手続という分類に改められた。同時に，立会・確認，実質
　　　　　的支配従属関係を有する会社への往査等の手続が新たに取り入れられた。
（1）会計制度監査は全部で5回実施された。その回次と適用された事業年度は次のとおりである。初年度
　　監査…昭和26年7月1日以降に開始する事業年度より適用（以下同様），次年度監査…昭和27年1月
　　1日，第3次監査…昭和27年7月1日，第4次監査…昭和28年1月1日，第5次監査…昭和30年1
　　月1日。そして正規の財務諸表監査が昭和32年1月1日以降開始する事業年度からはじまった。
　　　初年度監査から第4次監査までは半年間隔で順次実施されてきたが，それはこの当時の会社の事業年
　　度が6ヵ月であったためである。
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昭和41年　監査基準と監査報告準則の改訂
4月26日　この改訂は前年の監査実施準則の改訂と個別的に前後して行われたが，もともと監査基準
　　　　　と監査報告準則は有機的な関連をもち，一体となって財務諸表監査の実践規範となるもの
　　　　　である。したがって，これらの改訂の意義を十分に認識のうえ，これを有効適切に運用す
　　　　　ることによって監査制度に社会的信頼性を高めることを要望するとして改訂された。これ
　　　　　により，監査基準は実施基準の一部削除等，監査報告準則については，意見差控と不適正
　　　　　意見との区別，用語としての除外事項の採用等の改訂が行われた。
　以上の2回の改訂は，監査態勢の充実強化を指向し，また，たな卸しの立会と売掛金残高の確
認を要求するという監査手続の強化をもたらした。こうして監査基準は全面的に改訂されたが，
総じてこの2回の改訂は，高度経済成長による企業規模の拡大と一部の会社による粉飾決算へ対
処するためであったと考えることができる。
昭和51年　監査実施準則と監査報告準則の改訂
7月13日　従来の監査基準，監査実施準則および監査報告準則は，個別財務諸表の監査を前提として
　　　　　設定されていたが，昭和52年4月1日以降開始する事業年度から連結財務諸表の監査が
　　　　　実施されることになった。このため，連結財務諸表監査に関連して補足すべき事項がある
　　　　　かどうかの検討が行われた結果，監査実施準則と監査報告準則が改訂された。
昭和52年　中間財務諸表監査基準の設定
3月29日　昭和52年4月1日以降開始する事業年度に係る中間財務諸表から中間監査が実施される
　　　　　ことになった。これに対応するため，昭和52年3月29日に「中間財務諸表監査基準」が
　　　　　設定された。
　以上の2回の改訂は，連結財務諸表と中間財務諸表という財務諸表の拡充にともなう監査制度
の広がりによる改訂であった。総じてこれらの改訂は，JICPA〔2000〕のいう監査制度の伸展
期（2）に応じたものであったと考えることができる。
（2）JICPA〔2000〕によれば，1945年から1999年までの監査制度の発展段階を特徴ある期間に分割して
　　示している。これを要約して示せば次のとおりである（JICPA〔2000〕目次p．1および本文pp．　4－165）。
　　◆昭和20年代（1945年～1954年）揺藍期
　　　　戦後のわが国経済構造の根本的な変革によって，証券民主化の要請と外国民間資本の導入が図られ
　　　　ることになり，従来の計理士制度を抜本的に改め，米英の会計士制度を範とした新たな公認会計士
　　　　制度が成立した。
　　◆昭和30年代（1955年～1964年）成長期
　　　　正規の財務諸表監査がはじまり，証券取引所に市場第二部も開設されたが，この期の終わりごろか
　　　　ら不況による大型倒産の発生と粉飾決算の発覚により，公認会計士に厳しい批判が集中した。
　　◆昭和40年代（1965年～1974年）転換期
　　　　粉飾決算の続出により組織的監査の必要性が叫ばれ，監査法人制度が創設された。そしてJICPA
　　　　が昭和41年12月に公認会計士法上の特殊法人となった。また昭和49年に商法監査がはじまった。
　　◆昭和50年～60年代（1975年～1988年）伸展期
　　　　石油危機，スリーマイル島発電所事故，プラザ合意等々激動の時期であった。こうしたなか，昭和’
　　　　62年10月に東京でアジア最初の世界会計士会議が開催された。これには世界70ヵ国から5，000人
　　　　が参加し，日本の公認会計士の地位が高まった。
　　◆平成年代（1989年～1999年）変革期
　　　　東西ドイツの統合やソ連の消滅等のなか，わが国ではバブル経済の続伸と崩壊にともない，監査シ
　　　　ステムの見直しと国際的な調和に向けて企業会計制度が革新的に見直された。いわゆる会計ビッグ
　　　　バンである。
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⑥
⑦
昭和57年
4月20日
同年9月
2日
昭和58年
2月14日
監査報告準則，監査基準および中間財務諸表監査基準の改訂
昭和57年4月20日に企業会計原則が修正され重要な後発事象が財務諸表の注記事項となっ
た。これに対応するため，当面緊急を要する事項として，監査報告準則，監査基準および
中間財務諸表監査基準に後発事象に係る監査手続が追加された。
監査実施準則の改訂
この改訂により，後発事象に対する監査手続が監査実施準則のなかの通常の監査手続た追
加された。
　以上の2回の改訂は，いずれも，企業会計原則の修正によって新たに財務諸表の一部となった
後発事象に係る監査手続を追加するためのものであった。
⑧
⑨
平成元年
5月11日
平成3年
12月26日
監査実施準則の改訂
昭和61年の後半から昭和62年初頭にかけて，企業の役職者や幹部による財産上の不正が
相次いで発生した。このような財務諸表に重要な影響を及ぼす不正の発生の可能性に対処
するため，相対的に危険性の高い財務諸表項目に係る監査手続が充実強化された。この改
訂により，預金や他に保管されている受取手形，有価証券，たな卸資産等，保証債務につ
いての残高確認が原則的手続とされた。
監査基準，監査実施準則および監査報告準則の改訂
平成3年12月26日には，昭和41年以来約25年ぷりとなる監査基準の全面改訂が行われ
た。この改訂の理由は，昭和40年代以降のわが国経済の飛躍的発展と公認会計士法の改
正などの著しい監査環境の変化に対応するためである。
　以上の2回の改訂の特徴は，従来の通常の監査手続とその他の監査手続の2分類を通常実施す
べき監査手続として統合したこと，財務諸表における重要な虚偽記載を看過してはならないこと
を文言をもって示したこと，監査手法としてリスク・アプローチを採用したこと，また，いわゆ
る二重責任の原則③を明確にして経営者確認書の入手を義務づけたこと，そして，日本公認会計
士協会（The　Japanese　Institute　of　Certified　Public　Accountants，　JICPA）に自主規制機関と
しての役割を果たすように求めたことなどがあげられる。なお，JICPAは自主規制機関として
監査基準委員会を設置した。
⑩ 平成14年
1月25日
監査基準の全面改訂
この全面改訂は，平成3年12月26日の改訂から10年余が経過して行われた。その背景
として，資本市場や企業活動の国際化，企業が採用するITの高度化，会計基準の新設や
改訂など，監査環境が大きく変化してきたことがあった。この改訂は，こうした監査環境
の変化を踏まえて，監査の実施体制の充実，監査の質の管理と向上，および企業の公表す
る財務情報の信頼性の確保等を行うために行われたものである。
　この改訂は，新たに「監査の目的」を設定したこと，一般基準を大幅に改訂し従来の人的規範
だけの内容から業務規範の一部も加えたこと，リスク・アプローチの適用を明確にしたこと，内
部統制の規定を充実したこと，継続企業の前提に関する監査を導入したことなど多岐にわたって
（3）　「二重責任の原則」とは，本来は，財務諸表の作成およびその開示に関する責任は経営者が負い，当
　　該財務諸表について表明した監査意見については監査人が負うという，財務諸表をめぐっての責任分担
　　に関する原則であったと考えられるが，今日では利害関係者を意識して，利害関係者に対する責任履行
　　の原則になってきているように思われる。
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いる。
⑪ 平成17年
10月28日
監査基準の改訂
この改訂は，前回の平成14年1月25日の監査基準の改訂からわずか3年9ヵ月しかたっ
ていないなかで行われたものである。改訂の理由は，国際的には頻繁に継続して監査基準
の改訂が行われてきていることから，わが国においても，こうした動きを踏まえて先端的
な監査の考え方や手法等を積極的に取り入れ，公認会計士監査の質の向上を不断に図って
いくことが重要であるωと考えられたからである。
　この改訂の特徴は，事業上のリスク等を重視したリスク・アプローチを導入したことであり，
これにともなって「重要な虚偽表示のリスク」の評価，「財務諸表全体」および「財務諸表項目」
の2つのレベルでの評価，「特別な検討を必要とするリスク」への対応，そして経営者が提示す
る財務諸表項目と監査要点との関係を明確にした。
②　監査概念の変容
　以上，概観したとおり，わが国監査基準は当初の制定以来かなり大きく改訂されているが，こ
うした監査基準改訂の背後には，監査基準の基礎をなす監査概念が大きく変容していると考えら
れる。この監査概念の変容は次の2つにまとめることができる。
　まず，①から⑦までの改訂は，あくまでも「会計」という範疇のなかで監査のあり方を考察す
る改訂であった。
　すなわち，昭和25年の制定から昭和58年までの約33年間の監査基準は，その存在の母体を
会計にしぼって，会計という範疇のなかで監査のあり方や方法を追求しようとするものであった。
それは，ある時は本格的な財務諸表監査の実施に備えて監査基準を制定当初の啓蒙規定から実践
規範にするための改訂であったり，粉飾決算へ対処するための改訂であったり，またあるときは
財務諸表の拡充にともなう監査制度の広がりによる改訂であったりするが，これらのすべての改
訂が会計のなかにおける監査を追求しようとするものであったのである。こうしたことから，こ
れらの改訂の背後にある監査概念は，財務諸表にふくまれる「財務情報のGAAPへの準拠性の
検証」であったと考えることができる。
　これに対して，⑧平成元年5月11日の監査実施準則の改訂では，企業の役職者や幹部による
財産上の不正の発生の可能性に対処するためた，相対的に危険性の高い財務諸表項目に係る監査
手続を充実強化して，不正を事前に防止したりまたは早期に発見したりすることが改訂の理由で
あった。すなわち，この改訂は，財務情報のGAAPへの準拠性を検証するための改訂ではなく，
不正の事前防止・早期発見という会計以外の目的のたあに行われたものであった。もちろん，不
（4）　この背景には，わが国内外で発生した会計不祥事ももちろんあるが，それとは別に，欧州委員会
　　（European　Community，　EC）が域内の会計基準を国際会計基準（lnternational　Accounting　Stan－
　　dards，　IAS）に統一しようとしていること，そしてそれにともなって監査も国際監査基準（lnterna－
　　tional　Standards　on　Auditing，　ISA）に準拠させようとする決定がわが国の基準設定機関に影響した
　　ことがあげられる。
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正が発生すれば財務情報のGAAPへの準拠性は阻害されるが，財務情報のGAAPへの準拠性
の検証という観点においては，不正の発生自体は所与であり，監査上検討されるべき論点は発生
した不正がどのように処理されているのかという会計処理の問題なのである。つまり，不正によっ
て発生したたとえば着服金が，財務情報として，貸付金で処理されているのかそれとも雑費等の
費用で処理されているのかという，会計処理方法が検討対象となるのである。財務情報の
GAAPへの準拠性の検証の観点においては，財務情報が情報としてどの程度GAAPに準拠して
いるのかを検証するのが目的なのであって，情報自体の発生原因の是非は直接的には問わないの
である。つまり，そこにおいては財務諸表に示された財務情報の検証⑤という面が強調されるの
である。
　これに対して平成元年5月の改訂においては不正の発生自体を監査上の論点としたのである。
ここにおいて問題となるのは，不正の発生を許した企業組織内部統制のあり方，あるいは経営
者の考え方等であり，不正によって発生した着服金の会計処理ではない。不正そのものの是非を
問うているのであり，それを許した企業風土，あるいは企業内部の組織指揮・命令系統のあり
方等を問題としたのである。こうした監査は，従来の「財務情報のGAAPへの準拠性の検証」
として概念づけられる監査ではなく，まさに企業活動そのものの是非を問う監査（6）という特徴を
有している。
　さらに，平成3年の監査基準の全面改訂においては，財務諸表の重要な虚偽記載を看過しては
ならないことを文言をもって示したり，監査リスクに対する十分な考慮を求めて監査手法として
リスク・アプローチを採用したりして，会計以外の内容が強化された。また，次の平成14年全
面改訂では，不正に起因する財務諸表の重要な虚偽の表示に対する監査の強化と継続企業の前提
に関する監査が導入され，また，監査手法としてリスク・アプローチによることとされた。さら
に，平成17年の改訂では，事業上のリスク等を重視したリスク・アプローチの考え方が導入さ
れた。これは，いわゆるビジネス・リスク・アプローチとよばれる思考で，リスク・アプローチ
の対象を，単に財務諸表だけに限定せず広く被監査会社の事業全体として把握し，被監査会社の
事業そのものから由来する財務諸表の重要な虚偽の表示を看過しないとする監査の考え方である。
　以上のように，平成元年の改訂以降の改訂は，わが国に従前の「財務情報のGAAPへの準拠
性の検証」ではない企業活動そのものの是非を問う監査，すなわち「企業活動の妥当性の検証」
として概念づけられる監査の胎動をもたらし，平成3年の監査基準の改訂では，この胎動からさ
らにもう一歩進んで，こうした監査の導入の動きをもたらしたのである。これは，①から⑦まで
の監査基準の改訂と⑧から⑪までの監査基準の改訂とで監査基準の監査概念が変容したことを示
（5）　このような監査を情報監査という。情報監査とは，ある情報が，当該情報に係る情報の適正性等の判
　断規準にどの程度合致しているかを検証し，その結果を報告する監査である（内藤〔2000〕p．135）。
（6）　このような監査を実態監査という。実態監査とは，情報監査に対置する概念で，自然人または法人が
　行った行為またはその行為の結果が，当該行為に係る行為の妥当性等の判断規準にどの程度合致してい
　　るかを検証し，その結果を報告する監査をいう（内藤〔2000〕p．　135）。
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すものである。かかる監査基準の変容の過程は，奇しくも，昭和時代に制定・改訂された監査基
準と，平成に入ってから改訂された監査基準という区分になっている。
　以上のように，監査概念は，「財務情報のGAAPへの準拠性の検証」から「企業活動の妥当
性の検証」へと大きく変容したが，次に，現在実際に行われている監査の態様の観点から，これ
に関連する3つの事例について検討してみることにする。
3．監査概念の変容に関する監査の態様
（1）不正に対する監査
　①不正に対する監査の概要
　監査基準委員会によれば，「不正とは，財務諸表の意図的な虚偽の表示であって，不当又は違
法な利益を得るために他者を欺く行為を含み，経営者，取締役等，従業員又は第三者による意図
的な行為」（監査基準委員会〔2008〕6項）をいう。
　不正は，不正な財務報告と資産の流用とに分けられる。
　不正な財務報告とは，財務諸表の利用者を欺くために，計上すべき金額を計上しなかったり必
要な開示を行わなかったりして財務諸表に意図的な虚偽の表示を行うことであり，一般に粉飾と
よばれている。
　不正な財務報告は次のような方法によって行われる。
　　◆財務諸表の基礎となる会計記録や証愚書類の改ざん，偽造または変造
　　◆取引，会計事象または重要な情報の財務諸表における不実表示や意図的な除外
　　◆金額，分類，表示または開示に関する意図的な会計基準の不適切な適用
　資産の流用は，受取金の着服，物的資産の窃盗または知的財産の窃用，提供を受けていない財
貨・サービスに対する架空の支払，企業資産の私的な利用等によって行われる。資産の流用は，
これらを隠蔽するために記録や証愚書類の偽造をともなうことが多い（以上，監査基準委員会
〔2008〕6項一11項）。
　監査基準委員会はこのような不正が発生すると考えられる理由を，不正に関与しようとする
「動機・プレッシャー」，不正を実行する「機会」，および，不正行為に対する「姿勢・正当化」
の3つとし，次のような例をあげている（監査基準委員会〔2008〕12項一部修正）。
　　◆収入を超えた生活をしている者は資産を流用する動機をもつことがある。
　　◆経営者が達成困難な利益目標について企業内外の関係者からのプレッシャーのもとにおか
　　　れている場合，とりわけ財務的な目標を達成しなければならない場合には，不正な財務報
　　　告が行われる可能性がある。
　　◆部門の責任者や特定の内部統制の不備を知っている者など内部統制を無視できる立場にい
　　　る者は，不正な財務報告や資産の流用を実行する機会を有している。
　　◆人は，一般に，不正を働くことを正当化したり，不正であると認識しながらも不誠実な行
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　　　動をとることを許容してしまうような姿勢，人格または価値観を有している場合がある。
　　　こういう場合，人は，普段は誠実であっても，非常に強いプレッシャーを受けたときには
　　　不正を働く可能性がある。
　以上の3つの理由のなかで，動機とプレッシャーはかなり重要であると考えられる。その理由
は，「経営者は，動機やプレッシャーにより，利益調整を行うことがある。例えば，業績報酬を
最大にしたいという欲求のために，又は市場の期待に応えるというプレッシャーのために，不正
な財務報告を行おうとする場合がある。また，税金を最小限にするために利益を圧縮するよう，
又は銀行からの資金調達を確保するために利益を水増しするよう動機付けられる場合がある」
（監査基準委員会〔2008〕10項）からである。
　このような動機・プレッシャーをもつ経営者が達成困難な利益目標に直面した場合，経営者は，
不正を行うたあに次のように内部統制を無視または無効にすることがある。（監査基準委員会
〔2008〕9項一部修正）。
　　◆経営成績の改ざん等のために架空の仕訳記帳（とくに期末日直前）を行うこと。
　　◆会計上の見積りに使用される仮定や判断を不適切に変更すること。
　　◆発生した取引や会計事象を発生した会計期間で認識しないこと，または，認識を不適切に
　　　早めたり遅らせたりすること。
　　◆財務諸表に記録される金額に影響を与える可能性のある事実を隠蔽すること，または開示
　　　しないこと。
　　◆企業の財政状態または経営成績における不実表示のために，複雑な取引を行うこと。
　　◆重要かつ通例でない取引についての記録や条件を変造すること。
　②不正に対する監査の意義
　このように，企業の不正には動機・プレッシャー，機会，姿勢・正当化，および経営者による
内部統制の無視・無効化が関係している。
　監査人がこれらに対処するためには，まず，被監査会社の全経営者と全従業員について，収
入を超えた生活をしている者や達成困難な利益目標が設定されている者の動機とプレッシャー
の有無について検討しなければならない。そしてこうした検討は，動機とプレッシャーの発生
原因を究明するために，彼らの日常の生活態度についての検証も求めることになる。つまり，
経営者や従業員の実態，そしてその行為のメカニズムにまで踏み込んだ監査が必要となるので
ある。
　また，一般に，経営者は企業を誠実かつ適切に経営し，業務を遂行する責任を有している。そ
のため，不正を防止または発見する責任は経営者にある。そしてその責任は，適切な内部統制を
構築し維持することにより遂行される（監査基準委員会〔2004a〕8項）。しかし，経営者がいか
に内部統制を十分に構築し適切に運用したとしても，内部統制によってすべての不正および誤謬
を防止または発見することはできない。確かに内部統制は，不正または誤謬による財務諸表の虚
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偽の表示の可能性を軽減する最も有効な手段ではあるが，完全なものではなく限界ωがあるから
である。そこで監査人は，企業の内部統制とは別の立場からの検証として監査を実施するのであ
る。その目的は，重要な虚偽の表示を看過することなく事前に防止したりまたは早期に発見する
ためである。
　こうしたことから，現代の監査においては，監査人は，重要な虚偽表示のリスクの評価に際し
て，不正に起因する財務諸表の重要な虚偽の表示がどの程度発生する可能性があるかを検討しな
ければならない。そして，それは，被監査会社の全経営者と全従業員の日常の生活態度について
の検証，つまり，彼らの行為のメカニズムにまで踏み込んで実施する必要があるのである。
　このように，不正に関する監査は，財務諸表に結果として示された数値についてだけ検証する
という従来の情報監査にとどまるものではなく，財務数値が計上された背後にある全経営者と全
従業員の日常の行動についての検証も必要とするのである。この意味で不正についての監査は，
経営者や従業員の行為そのものに対する監査，すなわち「企業活動の妥当性の検証」としての監
査を招来することになる。こうした意味で不正に対する監査は，従来の財務諸表監査から，経営
者，従業員の実態，そして彼らの行為のメカニズムをとおした企業活動そのものの妥当性の監査
へと監査概念が変容したことを示すものである。
②　継続企業の前提についての監査
　①継続企業の前提についての監査の概要
　継続企業の前提に関する監査人の検討のスキームは，監査人が，企業会計審議会〔2002〕およ
び監査基準委員会〔2004b〕に基づいて，検討対象企業が継続企業としての前提を満たしている
か否かについて毎期検討することである。この検討は次の3つの段階の検討から構成されている。
　第1段階の検討は，継続企業の前提に重要な疑義をいだかせる事象または状況の有無に関する
検討である。ここでは，企業の事業継続能力は資金調達の可否そのものに直接に関連しているた
め，監査人は，企業の資金調達能力にマイナスの影響を与える事象または状況の有無について検
討する。すなわち，次の4つの関係についての検討である（監査委員会〔2002〕4項一部修正）。
　　①　財務指標関係
　　②　財務活動関係
　　③　営業活動関係
　　④　その他
（7）一般に内部統制の限界として，次の4つがあげられる（企業会計審議会〔2007b〕1．3．一部修正）。
　◆内部統制は，判断の誤り，不注意，共謀によって，有効に機能しなくなる場合があること。
　◆内部統制は，当初想定していなかった組織内外の環境の変化や非定型的な取引等には，必ずしも対応
　　　しない場合があること。
　◆内部統制の整備および運用に際しては，費用と便益との比較考量が求められること。
　　◆経営者が不当な目的のために内部統制を無視または無効ならしめることがあること。
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　この場合，監査人が検討する主要な検討対象は②財務活動関係と考えられる。その理由は，①
財務指標関係，③営業活動関係，および④その他は，主要検討対象である②財務活動関係に重要
な影響を及ぼす要素であるからである。すなわち，①，③または④が悪化すれば，それに応じて
②が悪化し，その結果，企業の事業継続能力の喪失として発現することになるのである。この検
討の結果，監査人が当該企業には継続企業の前提に重要な疑義をいだかせる事象や状況があると
判断すれば，次の第2段階の検討に移ることになる。もしこうした事象や状況がないと判断すれ
ば，継続企業の前提に基づいた通常の財務諸表の作成を容認することになる。
　第2段階の検討は，当該事象または状況が存在すると認められた場合に，監査人が，経営者が
立案した経営計画や予測を検討して，継続企業の前提に基づいて財務諸表を作成することが是か
非かを判定することである。つまり，当該企業が継続企業の前提を有しているかどうかの検討で
ある。
　この場合，監査人による検討のポイントは，経営者が作成した経営計画等が次の3つの条件を
具備しているかどうかである（監査委員会〔2002〕7項）。
　　＠　財務諸表作成時現在計画されていること。
　　⑤経済合理性があること。
　　＠　実行可能性があること。
　②は，経営者から提示された経営計画等が財務諸表作成時現在で具体的に計画されていなけれ
ばならないことを示している。つまり，監査がはじまってから経営計画等を作成するのではなく，
経営者はその前から当該企業の状況について相当の危機感をもっており，それを解消するために
具体的な経営計画等を作成していることが必要なのである。⑮は，当該経営計画等が経済的に合
理的でなければならないことを示している。⑥はまさに実行可能かどうかであり，たとえば，・借
入金の返済条件の見直しが相手の金融機関に受け入れてもらえるかどうかとか，増資が計画どお
りに実行できるかどうかの検討などである。
　第2段階における検討の要点は，要するに企業の資金調達能力の有無である。つまり，当該企
業が，継続企業の前提に重要な疑義をいだかせる事象または状況にあるときに，実際に資金調達
を行い得るか否かの検討である。逆にいえぱ，当該企業の資金調達能力に不安がなければ，監査
人はかかる検討を行う必要はなく，この段階の検討は大きな論点にはならなくなる（8）。
　以上の2つの段階の検討のうち，第1段階の検討は，要するに企業の資金調達能力にマイナス
（8）　こうした考え方は税効果会計における繰延税金資産の回収可能性の判断に似ている。すなわち，監査
　　委員会〔1999〕によれば，期末における将来減算一時差異を十分に上回る課税所得を毎期計上している
　　会社で，その経営環境に著しい変化がない場合には，将来においても一定水準の課税所得を発生させる
　　ことが可能であると予測できる。したがって，そのような会社にっいては，一般的に，繰延税金資産の
　　全額について回収可能性があると判断できる（以上，監査委員会〔1999〕5．（1）①項）ことから，かか
　　る会社においては繰延税金資産の回収可能性について詳細な検討は必要ないとされている。
　　　ここで示した監査委員会〔2002〕の思考もこれと同様であり，当該企業の資金調達能力に不安がなけ
　　れば監査人は詳細な検討は要求されない。
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の影響を与える事象または状況の有無について検討することであり，第2段階の検討は，要する
に企業の資金調達能力の有無である。こうしたことから，これらの2つの段階における検討は，
当該企業における継続企業の前提そのものに対する検討と考えることができる。
　そして最後の第3段階における検討は，当該重要な疑義に関する事象や状況の財務諸表におけ
る開示の適正性に関する検討である。これは，継続企業の前提に関する監査人の検討結果が監査
委員会〔2002〕に従って開示されているかどうかに関する検討である。ここにおいては，継続企
業の前提に相当の疑いがあれば，監査人は監査報告書にその旨を記載しなければならない。
　②継続企業の前提についての監査の意義
　以上のように，監査人は，第1段階の検討，第2段階の検討，および開示の適正性について検
討する。このため監査人は，監査対象企業における継続企業の前提の妥当性や，経営者による経
営計画等を立証する十分かつ適切な監査証拠を入手する必要がある’。
　しかしながら，監査人がこうした事項とくに第2段階について検討することは，経営者による
当該企業の現状の経営実態や資金調達能力にまで入り込んでその是非について検討することを意
味しており，従来の監査とはかなり異なった監査をもたらすことになるものである。かかる検討
は，従来の財務諸表監査の枠組みを超えて相当程度企業の実態にまで入り込み，しかも経営者と
しての観点から経営に関する資料を分析して，当該企業の資金調達能力を踏まえたうえで事業継
続能力を判断するもの（森〔1992〕pp．14－16）となるからである。
　監査人によるこのような検討は，監査人が財務諸表に計上されている財務情報の適正性を検証
して当該財務情報のGAAPへの準拠性の程度に関して意見を表明するという従来型の財務諸表
監査ではない。少なくとも，過去の財務情報が記載された報告書としての財務諸表を検証すると
いう意味での監査ではない。継続企業の前提についての監査は，継続企業の前提に重要な疑義を
いだかせる事象または状況を解消あるいは大幅に改善させるための経営者の対応または経営計画
等の妥当性を立証するという性格を有する監査なのである。
　こうしたことから，この監査は，従来の財務諸表監査とはかなり性格が異なった監査を招来す
ることになる。この監査においては，財務諸表に記載された財務情報のGAAPへの準拠性の検
証はもちろん必要であるが，それ以上に，企業の実態に踏み込んだ監査が要求されることになる。
この監査は，企業そのものの現状や将来の展望について検討または評価することを指向し，これ
にともなう経営者の思考や将来の予測に関する情報を提供するというものである。その結果，こ
うした監査は従来の財務諸表監査とは異なって，検証対象が必ずしも財務情報ではない監査を創
出していくことになる。すなわちこの監査は，情報としての財務諸表の監査という意味での監査
ではなく，財務諸表の監査もふくむがそれだけにとどまらず，もっと広い意味で「企業活動の妥
当性の検証」という性格をもつ監査となるのである。
　JICPA〔2003〕は，継続企業の前提についての監査は従来の財務諸表監査の枠組みのなかでの
取扱いであると主張している（JICPA〔2003〕pp．42－44）。しかし，上述のように，この監査は，
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従来の財務諸表監査とはかなり性格が異なった監査を招来することになる（9）ものである。これは，
平成14年改訂監査基準およびこれに基づく平成17年改訂監査基準の特徴である。
（3）内部統制に関する監査
①内部統制に関する監査の概要
平成20年4月1日以降開始する事業年度より，いわゆる内部統制監査がはじまった。内部統
制監査とは，企業会計審議会〔2007b〕によれば，「経営者の作成した内部統制報告書が，一般
に公正妥当と認められる内部統制の評価の基準に準拠して，内部統制の有効性の評価結果をすべ
ての重要な点において適正に表示しているかどうかについて，監査人自らが入手した監査証拠に
基づいて判断した結果を意見として表明すること」（企業会計審議会〔2007b〕皿．1．）である。
企業会計審議会が想定する内部統制監査のスキームは，経営者が作成した内部統制報告書につ
いて，同報告書が内部統制の有効性の評価結果をすべての重要な点において適正に表示している
かどうかについて監査人が監査するというものである。つまり，企業会計審議会が想定している
内部統制監査の対象は経営者が作成した内部統制報告書であって，企業の内部統制そのものでは
ない。そのため内部統制監査は，内部統制報告書に記載された当該企業の内部統制に関する情報
の適正性についての監査という性格をもつことになる。この点で，この監査は財務情報の
GAAPへの準拠性の検証という財務諸表監査の監査概念と同様のものである（1°）。
（9）JICPA〔2003〕によるこの主張の背景には，「監査人の責任は，企業の事業継続能力そのものを認定し，
　　企業の存続を保証することにはなく，適切な開示が行われているか否かの判断，すなわち，会計処理や
　　開示の適正性に関する意見表明の枠組みの中で対応することにある。」とする思考があると考えられる。
　　　確かに企業会計審議会〔2002〕は「継続企業の前提に関わる監査基準のあり方としては，監査人の貴
　　任はあくまでも二重責任の原則に裏付けられたもの」であるとしている。しかし，同時に，監査人は，
　　「具体的には，継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象や状況の有無，合理的な期間（少なくとも
　　決算日から1年間）について経営者が行った評価，当該事象等を解消あるいは大幅に改善させるための
　　経営者の対応及び経営計画について検討する。」（以上，企業会計審議会〔2002〕三6（1）および（2））と
　　もしており，会計処理や開示の適正性に関する意見表明とは別の検討課題を示している。
　　　こうした企業会計審議会〔2002〕の思考には大きな矛盾をはらんでいるが，とくに次の3つの点が問
　　題となる。
　　①監査人が経営者の対応や経営計画について判断する規準は，GAAPではないはずである。その理
　　　由は，経営者の対応や経営計画が「会計処理や開示」ではないからである。では企業会計審議会
　　　〔2002〕は，何をこの場合の判断規準にしようと考えているのであろうか。これに関して企業会計審
　　　議会〔2002〕は何も示しておらず，不明である。
　　②監査人が経営者の対応や経営計画について検討する際のポイントは，会社の財務指標関係，財務活
　　　動関係，営業活動関係等である。つまり，監査人の検証対象は「会計処理や開示」ではない。このよ
　　　うな監査は，財務情報のGAAPへの準拠性を検証する監査ではないため財務諸表監査とは考えられ
　　　ないが，企業会計審議会〔2002〕はこれを財務諸表監i査の一環と位置づけている。しかしその根拠は
　　　不明である。
　　③企業会計審議会〔2002〕は，一方で，監i査人は会社の「会計処理や開示の適正性に関する意見表明」
　　　を行うといい，他方で，監査人は会社の「経営者の対応及び経営計画について検討する」としており，
　　　これらのいずれも財務諸表監査の一環と位置づけている。しかし企業会計審議会〔2002〕は，これら
　　　性格の異なる両監査の相互関係については何も示しておらず，不明である。
（10）　この他，長吉〔2008〕では，内部統制監i査に関する他の論点として，財務諸表監査との対比において，
　　「静的な取引の検証と動的な活動の検証」と「取引記録の監査と内部統制の監査」も取り上げて検討し
　　ている。しかし，これらの検討は，本稿のテーマにはなじまないのでここでは取り上げない。これらの
　　検討の内容については，長吉〔2008〕pp．6－7を参照されたい。
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　企業会計審議会〔2007a〕は，「監査人は，経営者が実施した内部統制の評価について監査を
実施し，米国で併用されているダイレクト・レポーティング（直接報告業務）は採用しないこと
とした。この結果，監査人は，経営者の評価結果を監査するための監査手続の実施と監査証拠等
の入手を行うこととなる」（企業会計審議会〔2007a〕二（4）③）として，監査人が行う内部統
制監査の対象を示しているが，これは同時に，内部統制監査が情報の適正性についての監査とい
う性格を有していることを明確にしたものである。
　②内部統制に関する監査の意義
　このように，企業会計審議会〔2007a〕は内部統制監査とは内部統制報告書に記載された情報
の適正性を検証する監査であると想定している。つまり，内部統制監査は内部統制報告書の適正
性に関する監査なのである。
　しかしながら，監査人が経営者の作成した内部統制報告書の適正性について監査意見を表明す
るためには，監査人はその会社の内部統制の有効性そのものについても検証する必要がある。す
なわち，監査人は，当該会社の内部統制の有効性そのものについても検証してその有効性に関す
る心証を得て，これと内部統制報告書とを比較検討することによってはじめて内部統制報告書の
適正性について評価することができるのである。
　そこで，監査人は，会社の内部統制の有効性についての心証を形成するために，まず当該会社
の内部統制が有効に機能するような制度設計になっているか否かを検討し，次いで，会計伝票や
各種帳票等の会計諸資料からサンプルを抽出して，会社の内部統制が当初設計したとおりに有効
に機能しているかどうかについて検証することになる。
　こうしたことから，監査人が行う内部統制監査は，企業会計審議会が想定した内部統制報告書
という情報の適正性についての監査とは異なり，内部統制それ自体の有効性についての監査もふ
くむ監査となる。つまり，内部統制監査は，意見表明の形式においては，経営者の作成した内部
統制報告書に記載された情報を監査の対象として，その記載内容の適正性について監査意見を表
明するという情報に関する監査の一環となっているが，その実質は，事実としての内部統制の有
効性そのものについても検証しなければならないのである。
　以上の検討の結果，監査人が行う内部統制監査は「企業活動の妥当性の検証」をふくむ監査と
なっている。
4．保証業務への展開
　以上のように，今日の監査概念は従来の「財務情報のGAAPへの準拠性の検証」から「企業
活動の妥当性の検証」へと変容しつつある。これにともない，監査業務も従来型の財務諸表監査
をふくみながら，さらに，会計上の見積りの増大とキャッシュ・フロー会計の導入にともなう利
益概念の変化という企業会計自体の変質によって変容してきている。
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　こうした財務諸表監査の変容は，基本的には企業における財務情報の質の変化に基づくもので
あるが，将来的には，それだけにとどまらず，情報の検証業務としての監査を超越して企業活動
の妥当性の検証としての保証業務（11）へと展開していくのではないかと考えられる。
　そこで，本節では，従来の財務諸表監査を簡単に振り返った後で，会計上の見積りの増大とキャッ
シュ・フロー思考の導入にともなう利益概念の変化による財務諸表監査の変容を取り上げ，そし
て，財務諸表監査がこれらの財務情報の質の変化に基づく変容から保証業務へと展開していく過
程について展望してみる。
（1）従来の財務諸表監査
　財務諸表とは，発生したある一定の事実（取引と事象（12））を，会計および簿記のルールに基づ
いて一定の様式の用紙（会計伝票）に転記し，これをさらに集計した結果である。財務諸表の作
成には大きく転記と集計という2つの作業工程があり，後者の工程は，会計伝票から月次試算表
への集計，月次試算表から決算修正前試算表への集計，および，決算修正前試算表と決算修正事
項の集計という3つの工程に分けられる。
　財務諸表監査の目的は，このような作業工程を経て作成された財務諸表から会計伝票へと遡及
的に検証するという方法を用いて，それぞれの集計作業と転記作業の会計諸基準（GAAP）へ
の準拠性と簿記的正確性とを確認することによって，財務諸表の信頼性を保証することである。
このため，財務諸表監査においては，被監査会社の内外から収集した諸資料および監査人自身が
作成した資料（監査証拠（13｝と総称される）と会計伝票とを突合し，監査証拠と会計伝票とが整
合していることの確認を通じて，会計伝票への転記のもとになったある一定の事実が本当に発生
していたのかどうかを推定する（14）のである。
　監査人がこうした検証方法を採用する理由は，会社が起票する会計伝票のもととなっている一
定の事実はすでに過去のものであるため，監査人自身は直接にこれを立証することができないか
（ll）監査と保証業務は，　IFAC〔2006〕では同種の検証業務として定義されていた（IFAC〔2006〕p．14）
　　が，IFAC〔2007〕およびIFAC〔2008〕では，前者は“Financial　statement　audit　engagement”，後
　　者は“Assurance　engagement”（IFAC〔2007〕p．117およびp．120，　IFAC〔2008〕p．119およびp．122）
　　として別の業務として定義されている。
（12）取引と事象は次のように区別される。「取引」とは，事業体と外部関係者との間で行われる交換であ
　　る。財や用役の仕入や販売は取引の例である。取引には必ず外部関係者が相手として存在する。これに
　　対し，「事象」とは，一方的に発生した事実で財務報告に影響を及ぼすものである。たとえば，売買目
　　的有価証券の市場価格や円の為替相場が騰落することや，在庫として保有している商品が陳腐化するこ
　　となどである。事象の特徴は，外部関係者が存在せず財務報告への影響が一方的に発生することである。
（13）監査証拠とは，「監査人が監査意見を形成するに足る合理的な基礎を得るために利用するすべての情
　　報であり，財務諸表の基礎となる会計記録に含まれる情報及びその他の情報」からなる。前者には，
　　「一般的に，起票や入力データとその裏付けとなる記録が含まれ」，後者には，「質問，観察，閲覧等の
　　監査手続から監査人が入手した情報，及び監査人の推論に当たって利用する情報や分析的手続による推
　　定値のように監査人が展開した情報が含まれる」（以上，監査基準委員会〔2006〕3項一6項）
（14）　これに対し，会計は一定の取引や事象から出発して最終的に財務諸表の作成を目的とする建設的な作
　　業である。監査が遡及的な方法を採用する点で会計とは大きく異なる。つまり，会計と監査は考察の対
　　象としては同じものを取り上げながら，思考し実施する過程はまったく逆なのである。
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らである。
　こうしたことから，監査人が行う財務諸表監査は次の過程によって行われる。
　　＠　収集した監査証拠相互間に矛盾がないことを確認すること。
　　⑤　収集した監査証拠と会計伝票が整合していることを確認すること。
　　⑥以上により，会計伝票への転記のもとになったある一定の事実が本当に発生していたの
　　　かどうかを推定すること。
　たとえば，売上を例にとって考えてみると，監査人は，＠の作業として，被監査会社と相手会
社との間で結んだ売買基本契約書，これに基づく相手会社からの注文書，被監査会社から相手会
社宛てに送った注文請書の控え，被監査会社の倉庫の出荷日報，運送業者の送り状，相手会社か
らの検収通知書，そして後日の入金資料等々の監査証拠を入手し，これらが相互に矛盾していな
いかどうかを確認する。つまり，監査人は，これらの監査証拠の一部が欠落していないこと，こ
れらの監査証拠の間で日付が逆転していないこと，記載されるべき情報が記載されていること等々
を確かめることによって，これらのすべての監査証拠が相互に整合し，矛盾していないかどうか
を確認するのである。
　次いで監査人は，⑤の作業として，以上の監査証拠と会計伝票が整合していることを確かめる。
そこでは，監査人は次の点について検証する（長吉〔2007〕pp．292－295）。
　◎証慧書類と被監査会社との関係の検討
　　◆証愚書類に記載されている宛名が被監査会社になっているかどうかの検討。
　　◆当該証愚書類に示されている取引を被監査会社に係る取引であるとし，かつ，その証愚書
　　　類にともなって作成された会計伝票を被監査会社に係る伝票であるとして，被監査会社の
　　　正当な責任者が承認しているかどうかの検討。
　　◆証愚書類に記載されている品目，メーカー，型，規格，性能，材質，重量，色，柄，数量，
　　　金額等の内容が事実を示しているかどうかの検討。
　◎証悪書類と会計伝票との整合性の検討
　　◆証愚書類に記載されている品目，数量，金額等の内容と会計伝票の内容とが一致している
　　　かどうかの検討。
　　◆証愚書類と会計伝票との間にいわゆる月ズレや期ズレがなく，適時に処理されているかど
　　　うかの検討。
　そして，以上の作業の結果，監査証拠相互に矛盾がなく，監査証拠と当該会計伝票とが整合し
ていると監査人が判断すれば，監査人は会社が起票した会計伝票を否定するだけの根拠がないた
め，当該売上に関する会社の主張を容認し，それが過去において事実として存在していたのであ
ろうと推定するのである。この推定が◎である。
　つまり，財務諸表監査とは，こうした状況証拠の収集と，それに対する監査人の判断，そして
最終的な推定の過程である。
　このように従来の財務諸表監査は，当初与えられた監査対象（すなわち完成した財務諸表）か
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ら出発して，決算修正前試算表と月次試算表の検証においては集計計算の正確性を確かめ，会計
伝票の検証においては各種の監査証拠と突合することによってその適切性を検証し，そして，そ
の結果に基づいて過去の一定の事実の存在を推定するのである。
　したがって，従来の財務諸表監査は，前提として客観的な裏づけのある監査証拠が入手可能で
あり，これによって会計伝票の検証したがって財務諸表の信頼性の保証が可能となるという特徴
を有している。
②　利益概念の変化と財務諸表監査
　①会計上の見積りの増大と財務諸表監査
　最近，いわゆる会計ビッグバンによって財務数値の計上基準が新設または変更されて，企業会
計の多くの局面で見積りの要素が導入されるようになってきた。いわゆる会計上の見積りによる
計上である。これにより，財務諸表に計上される金額が期末時点で確定せず，概算額でこれを計
上せざるを得ない場合が増えた。会計上の見積りは，たとえば次のような場合に発生する（監査
基準委員会〔2002〕3項）。
　　◆財務諸表の特定項目が将来事象の結果に依存することから，財務諸表作成時点では金額を
　　　確定できない場合
　　◆すでに発生した事象ではあってもそれに関する情報を適時にまたは経済的に入手できない
　　　ために，その金額を財務諸表作成時点では確定できない場合
　こうしたことから，会計上の見積りは次のような特徴をもっている（監査基準委員会〔2002〕
5項一6項一部修正）。
　◎すでに発生した事象または将来発生すると見込まれる事象に対して，経営者が仮定を設定し
　　なければならないこと。
　◎このため，会計上の見積りは経営者の主観的判断をともなうことが多く，一般に固有リスク
　　が高くなること。
　◎また，同じ理由により，有効な内部統制を確立することが困難となり，仮に内部統制を確立
　　できたとしても経営者がこれを無効にする危険性が高くなること。
　以上の理由により，会計上の見積りは，単に財務諸表作成の困難をもたらすだけでなく，監査
人の監査判断においても困難な状況を惹起する要因となる。たとえば，企業会計において会計上
の見積りの要素が多くの局面で導入されるようになると，前述の4．（1）の＠と⑤における客観的
な監査証拠の収集が困難になるため◎の推定ができず，そのため財務諸表の信頼性の保証が困難
になる。
　こうしたことから，監査人は，会計上の見積りの要素が多く導入されている財務諸表において
は従来の監査の手法は利用できず，経営者による見積金額の合理性を判断するために次のような
方法による検証を行わざるを得なくなる（監査基準委員会〔2002〕9項一部修正）。
　①経営者による会計上の見積りを再検討する。
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　　　会計上の見積り金額は，経営者が一定の基準をもって検討し，その検討結果に基づいて計
　　上しているはずである。これにより，監査人はこの経営者による検討過程をたどりながら，
　　仮定の適切性，情報の適切性，計算の正確性などについて検証し，会社の承認手続を検討す
　　る。
　②監査人が独自に会計上の見積りを行う。
　　　監査人自身が会計上の見積りを行い，経営者が行った見積りと比較してその差異の内容を
　　検討する。監査人による監査の時期は，一般に経営者による財務諸表作成の時点よりも後に
　　なるため監査に必要なすべての資料が入手できるとは限らないが，必要な資料のすべてが入
　　手できるのであれば，この方法は①に比し客観性の高い検証方法となる。
　③過年度における見積りと実績とを比較する㈹。
　このように，会計上の見積りが増えてきたということは，財務諸表における利益の概念が従来
の確定した利益から概算計上した利益を容認することに変わってきたことを意味するものである。
監査もこの変化の影響を受け，会計上の見積りによる計上金額の妥当性を検証する監査手法の導
入をもたらすことになる。
　②キャッシュ・フロー思考の導入と財務諸表監査
　さらに，今日の財務諸表は，キャッシュ・フロー（キャッシュ・イン・フローとキャッシュ・
アウト・フロー）の思考による利益算定の方法が導入されたことにより，より複雑なものになっ
てきた。
　従来の利益算定方法は，収益・費用をその発生時の事実に基づいて認識・測定し，それらの差
額を計算することによって適正な期間損益を算定するという思考に基づいていた。この思考は，
収益・費用をその発生という事実で認識し，これにともなう対価の支払いで金額を測定しようと
するものである。しかし，今日では，企業の有する各資産・負債の将来のキャッシュ・フローを
財務諸表作成時点で再評価し，その再評価結果と帳簿価額との差額を利益または損失として計上
するという思考が導入されている。これは，企業会計における利益算定の方法が，収益・費用の
発生時におけるそれらの大きさに基づく方法から，資産・負債よりもたらされる将来キャッシュ・
フローという将来の便益の大きさに依拠する方法へと変化したことを示している。また，これに
よって利益概念も変化してきている。
　こうした利益算定方法の変化にともなって，費用の概念も変化してきている。たとえば従来は，
過去の投資支出のうちの当年度負担額をある一定の方法で算出した金額（減価償却費）を費用と
して認識してきた。その根底にある思考は，過去の投資支出を数期間にわたって期間配分し，そ
のうちの1期間分を当期の負担額とするという考え方である。これに対して，近年の資産・負債
（15）監査基準委員会〔2002〕はこの検討を①の方法にふくあている（監査基準委員会〔2002〕9項）が，
　　これは過年度の見積りと実績と比較との比較であるから，①の方法にも②の方法にもふくめられるもの
　　ではなく，第3の範躊に入れるべき方法である。
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評価に基づく考え方は，過去に支出した投資を現時点で評価し直すことによってその評価額と帳
簿価額との差額を評価差損益とするというものである。これは，従来の過去の投資支出の期間配
分という思考ではなく，過去の投資支出の当期における評価の見直しという考え方に基づいている。
　このように，今日では，資産・負債の適正な評価額を重視し，その評価結果を評価差損益とし
て計上するという思考が導入されている。この場合，重要なことは，その評価の基準が当該資産・
負債の将来のキャッシュ・フローに求められていることである。こうしたことから，過去の投資
支出の当期における評価の見直しにおいては，将来のキャッシュ・フローという予想額に依拠す
ることと，その予想額には予想する者（経営者）の主観が入りやすくなるということの2つの点
で，企業会計に大きな影響を及ぼすことになる。
　以上のように，最近の企業会計ではキャッシュ・フローに基づく利益算定の方法が導入された
ことによって，財務諸表監査に大きな影響を与えるようになってきた。このように利益概念が変
化しつつある現状においては，将来的には，財務情報の検証可能性が監査上の大きな論点になる。
このため，経営者が各資産・負債項目の評価を適正に行えるようにし，また，監査人による検証
も可能にするためには，次の諸点が解決される必要がある。
　＠　客観性のある監査証拠の存在とその入手可能性
　　　各資産・負債項目を立証する客観性のある監査証拠が存在していることと，監査人がそう
　　した監査証拠を入手できることが不可欠である。
　⑤将来キャッシュ・フローの客観的かつ精確な測定技術の確立
　　　各資産・負債項目の評価のもとになる将来キャッシュ・フローは客観的かつ精確に測定さ
　　れなければならないことから，それを可能にする技術の確立が不可欠である。現在でも，退
　　職給付債務等の一部の科目についてはこうした技術が取り入れられているが，これを必要な
　　すべての資産・負債項目について確立する必要がある。
　⑥評価時点の特定
　　　各財務諸表項目を評価する時点について統一した規準を設ける必要がある。それは，評価
　　の客観性を確保するために，単に期末日で評価するというような規準ではなく，期末日の中
　　で時点までも特定する必要がある。
　⑥評価市場の特定
　　　各項目や銘柄ごとに評価に用いる取引市場を特定する必要がある。これについても評価の
　　客観性を保つために，単に市場価格で評価するというような規準ではなく，具体的な取引市
　　場名の特定である。また，確定相場の有無や，気配相場の取扱いについても規準を設ける必
　　要がある。
⑧　情報の信頼性と企業活動の妥当性の検証
①AICPAとIFACの提案
従来の監査は，財務諸表や内部統制報告書に記載された情報の適正性を保証するというもので
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あった。しかし，前述のように監査概念が次第に変容してきた結果，今日では，従来の監査態様
に限定されない幅広い監査が求められるようになってきた。このことは，監査業務が情報の信頼
性についての監査から，情報以外の諸活動の妥当性をも包含する検証業務になってきたことを示
している。かかる検証業務は一般に保証業務と総称される。
　現在のわが国では，「貯蓄より投資へ」と個人の資金の運用が大きく変化しようとしているこ
とにともなって，企業のさまざまな活動のディスクロージャーがかなり重要視されてきている。
こうしたなかで，保証業務は，投資について何らかの意思決定をしようとしている者の情報リス
ク，したがって投資リスクを低減するのに効果的な業務であり，かつ，市場の効率化を促進する
業務として注目されてきている。すなわち，投資者が自らの投資意思決定を行う際に情報の信頼
性に関し何らかの保証を得ていれば，保証を得ていない場合に比較して，発生する可能性のある
リスクを低減させることができる。一方，保証業務の委嘱者は，自ら発信する情報の信頼性やそ
の行う活動の妥当性について保証を得られれば，保証を得られない場合に比較して，資金調達コ
ストの軽減などのように企業活動実施上の諸条件が有利になると予想できるのである。したがっ
て保証業務の拡大は投資者と委嘱者の双方に有用であり，この点から市場の効率化を促進するも
のとなる。
　保証業務は，以上の理由から今後ますます重要なものになっていくものと予想されるが，た
とえばアメリカ公認会計士協会（The　American　Institute　of　Certified　Public　Accountants，
AICPA）は，かねてより次の6つの保証業務を提唱していた（AICPA〔1997〕，Ricchiute〔2006〕
pp．756－780）o
　◆電子商取引（Electric　Commerce）
　　デジタル式電子支払いシステム，暗証番号システム，広範囲なコンピュータ・ネットワーク，
　　そして電子システムのソフトウェアをふくむ電子取引と通信の信頼性と安全性の保証。
　◆健康ケア（Health　Care）
　　健康ケア組織によって提供されるサービスの質と成果の保証。健康ケアに関する情報システ
　　ムと統制に関する報告をふくむ。
　◆リスク評価（Risk　Assessment）
　　企業が遭遇する不測の事態の発生可能性とその大きさに関する情報の質の保証。
　◆システムの信頼性（Systems　Reliability）
　　情報システムの完全性と統制に関する保証。
　◆事業の業績測定（Entity　Performance）
　　製品の市場占有率，製品やその品質の保証，そしてトップ企業との比較のような業績測定の
　　適切性と信頼性の保証。
　◆高齢者ケア（Elder　Care）
　　高齢者の財務取引と，たとえば在宅介護の状況などの保証。
　こうしたテーマでわかるように，保証業務の対象は財務情報だけではない。非財務情報をもふ
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くめた情報一般と情報以外の企業の諸活動が対象である。　　，
　さらに，国際会計士連盟（lnternational　Federation　of　Accountants，　IFAC）は，次⑱図表2
で示すように，将来設定される基準またはステートメントの例として，非財務情報（企業統治，
統計，環境），システムおよび運営手法（内部統制，企業統治，環境管理システム），行動（企業
統治，規則への準拠；人的資源活用業務）に関する保証業務を提唱している。これらはいずれも
従来の財務諸表監査業務以外の業務であり，新たな業務の展開として期待されるものである。
　こうしたことから，財務諸表監査の監査人が保証業務を実施しようとする場合には，従来の財
務諸表監査で培ってきた財務情報の信頼性を保証する業務から，非財務情報をふくむさまざまな
情報の信頼性と企業活動の妥当性を保証する業務へと大きく変換しなければならないことになる。
このため，保証業務においては，従来の財務諸表監査と同様に，検証を行うこととその結果であ
る意見を表明するという方法は踏襲するが，将来においては，検証の仕方，対象となる業務や範
図表2　現在の保証業務とその将来の潜在的発展
国際会計士連盟
　倫理規定
繊欝
聾200嵩72α
瓢懸鷹鱒麟
?
システム
および
運営手法
鯉羅馨難灘
??
懸ll控」ll」Li」ヒILI掴臓難懇
　　　　　　　将来設定される基準または
　　　　　　　　ステートメントの例
1．企業統治　　6．環境管理システム
2．統　　計　　7．企業統治
弓．環境8．規則への準拠
4．内部統制　　9．人的資源活用業務
5．企業統治
（出所）ISAE〔2004〕＃3000　Appendix
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囲，意見表明の方法や手段，表明する意見の種類等々で異なった業務となる可能性を秘めている。
こうした意味で，保証業務の展開は従来の監査業務に対し，業務の拡大をもたらすとともに，監
査人の大きな意識変革をもたらすものとなる。
　②地方自治体監査への導入
　将来の保証業務の観点からは，以上のAICPAやIFACが提唱する保証業務の延長線上にある
業務として，いわゆる業務監査，経済性監査，効率性監査，プログラム監査，準拠性監査，経営
監査，社会監査，環境監査など事実そのものを検証するさまざまな業務にまで展開していくこと
が想定される。このような監査はここでは次のように定義される。
　業務監査
　会計以外の諸業務の監査で，その主たる目的は，内部監査人や公認会計士が経営者のために，
業務活動の準拠性と有効性，ならびにそれらの合理性（経済性）または能率性を監査し問題点と
勧告事項を報告することである（安藤他〔2007〕p．320）。
　また，0’Reillyε’鉱〔1998〕によれば，業務監査は次の経済性監査および効率性監査とプロ
グラム監査からなるとしている。
　経済性監査および効率性監査
　業務監査の一環であり，①事業体が資源（職員，財産および場所など）を経済的かつ効率的に
獲得し，保全し，利用しているかどうか，②非効率または不経済な業務をもたらした原因，およ
び③事業体が経済性および効率性の問題に関する法律および規則に準拠しているかどうかを判定
する監査（0’Reillyθ’磁〔1998〕p．2・4，中央〔1998〕pp．38－39）。
　プログラム監査
　業務監査の一環であり，①議会または他の権限のある機関が設定した所期の結果または利益の
達成度，②組織，プログラム，活動または機能の有効性，および③事業体が，プログラムに適用
される重要な法律および規則に準拠しているかどうかを判定する監査（0’Reillyθ∫砿〔1998〕p．
2・4，中央〔1998〕P．39）。
　準拠性監査
　事業体の行う業務活動が，特定の方針，手続，法律，規則または契約を遵守しているかどうか
を判定する監査（0’Reillyθ’磁〔1998〕p．2・3，中央〔1998〕p．37　一部修正）。
　経営監査
　公認会計士や内部監査人が経営者のために企業の経営活動を全社的な立場から監査し，問題点
と勧告事項を報告することを目的とする監査（安藤他〔2007〕p．　350）。
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図表3　地方自治法第252条の27，第2条第14項および第2条第15項
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第252条の27　この法律において「外部監査契約」とは，包括外部監査契約及び個別外部監査契約を
　いう。
2　この法律において「包括外部監査契約」とは，第252条の36第1項各号に掲げる普通地方公共団
　体が，第2条第14項及び第15項の規定の趣旨を達成するため，この法律の定めるところにより，次
　条第1項又は第2項に規定する者の監査を受けるとともに監査の結果に関する報告の提出を受けるこ
　とを内容とする契約であつて，この法律の定めるところにより，毎会計年度，当該監査を行う者と締
　結するものをいう。
3　（省略）
第2条第14項地方公共団体は，その事務を処理するに当っては，住民の福祉の増進に努めるととも
　に，最少の経費で最大の効果を挙げるようにしなければならない。
第2条第15項地方公共団体は，常にその組織及び運営の合理化に努めるとともに，他の地方公共団
　体に協力を求めてその規模の適正化を図らなければならない。
　社会監査
　一般に認められた定義はないが，企業の社会的活動，あるいは社会的業績の評価および監査を
いう（安藤他〔2007〕p．679）。
　環境監査
　企業が環境保全を図っているかどうかという観点に加え，社会が必要としている財貨等を適正
な利潤をもって供給するという伝統的な社会責任，企業が環境保全のために経営資源の配分や経
営計画を策定しているか，あるいはそれに関連する情報を提供しているかについて行う監査をい
う（安藤他〔2007〕p．215）。
　こうした監査は，概念的な監査業務にとどまらず，現在でも，実際にわが国の地方自治体監査
において取り入れられているものである。すなわち，地方自治体監査の根拠法令である地方自治
法第252条の27，およびその目的を規定している第2条第14項と第2条第15項は，図表3の
ように規定している。
　このような地方自治法第252条の27の規定により，地方公共団体の包括外部監査を担当する
監査人は，地方公共団体が「最少の経費で最大の効果を挙げる」ように努めたか否かとか，「組
織及び運営の合理化に努める」ようにしたか否かについて監査することが求められている。こう
した監査は，上記の業務監査の一環であり，とくに経済性監査および効率性監査とプログラム監
査の両監査そのものである。
　このように現在のわが国では，現実の法制度として包括外部監査人にこのような監査が求めら
れているのである。そして実際問題としてわが国の包括外部監査人には公認会計士が就任するケー
スが多いため，包括外部監査人としての公認会計士は，情報の適正性を検証する財務諸表監査を
行う一方で，経済性監査・効率性監査とプログラム監査という実態監査も実施しなければならな
くなっているのである。
　こうした監査は，現在の公認会計士等の職業監査人の意向，業務範囲，あるいは公認会計士法
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の立法趣旨等にかかわりなく，今後ますます展開していくと考えられる㈹。その理由は，公認会
計士は従来から財務諸表監査を担当してきているため，かなり高い程度の検証能力を獲得してき
ているからである。公認会計士は，こうした従来の実績に加え，さらに上記のような実態に対す
る監査を行い，そこから得られる経験を蓄積することによって，従来にも増した監査・検証能力
を獲得するようになると考えられる。これは，前述のAICPAやIFACが提案した保証業務とあ
いまって，市場の効率化を促進するものになると考えられる。
　以上の検討の結果，監査概念の変容は，従来の監査を超えた新しい監査，すなわち将来の保証
業務として今後ますます展開していくであろう。
5．むすび
　以上，わが国監査基準における監査概念の変容と，監査人による将来の保証業務への展開につ
いて検討してきた。
　わが国の監査基準は昭和25年7月の制定以来，幾度となく改訂されてきたが，その改訂の過
程において監査概念は大きく変容した。すなわち，前期の「財務情報のGAAPへの準拠性の検
証」としての監査基準と，後期の「企業活動の妥当性の検証」としての監査基準である。前者は，
いわば伝統的な監査概念に基づいたものであり，財務諸表監査を「会計」という範躊のなかでの
み考察しようとするものであった。後者は，「会計」をもふくむ「事実」としての企業活動全般
の是非を問う監査として特徴づけられるものである。こうした監査概念の変容の結果，現在の財
務諸表監査は，経営者による不正に対する監査，継続企業の前提についての監査，そして内部統
制に関する監査をも包含する幅広い監査として具象化されて実施されている。これらの監査は，
従来の「会計」という範疇のなかでしか存在しない監査では考えられないものであった。
　そして，こうした監査概念の変容に基づく監査をさらに止揚して考えていけば，現在の利益概
念が変化しつつある会計にも適用でき，また，会計以外のいわゆる保証業務とよばれる業務にも
適用できるものと考えられる。とくに，最近の会計は，会計上の見積りの増大やキャッシュ・フ
ロー計算の導入などにより，従来の利益概念とはかなり異なる利益概念をもたらしているが，監
査概念の変容がもたらす新しい監査においてはかかる会計にも対応できると考えられる。このこ
とは，AICPAが提唱している6つの保証業務，　IFACのISAEが提唱している保証業務の将来
の潜在的発展，そしてわが国の地方自治法に規定されている経済性監査および効率性監査とプロ
グラム監査等々の保証業務についても同様であると考えられる。
　こうしたことから，監査概念の変容がもたらした新しい監査によれば，公認会計士を中心とす
（16）　ただし，こうした監査業務は非常に専門性の高いものであるため，それらのすべてを公認会計士が自
　　ら行うことになるとは考えにくい。公認会計士は，会計および監査業務以外の業務についてはそれぞれ
　　の分野に精通した専門家に業務を委託し，公認会計士本人は，当該専門家に作業内容の指示や指導をす
　　ることによって，業務全体の総括的な取りまとめの業務に特化するようになるのではないかと考えられ
　　る。詳細は長吉〔2008〕を参照されたい。
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る職業監査人の業務範囲は，従来の監査を超えた将来の保証業務として今後ますます展開してい
くものと考えられる。
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